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はじめに 

１ 

 地域経済は、少子高齢化・人口減少時代の本格的な到来や、東京をはじめとす
る都市部への人口集中による地域間格差の拡大といった構造的な問題に直面
しつつある。

 こうした構造的な問題に加え、未曽有の金融緩和政策を受け、預貸金利鞘が縮
小するなど、地域金融機関を取り巻く経営環境は厳しい状況が続いている。

 こうしたなかにおいても、地域金融機関は、「地域の発展なくして自らの成長な
し」との認識のもと、事業性評価に基づいた提案力を強化し、企業のライフス
テージに応じた適切な資金供給や支援を行うなど、地域経済の持続的な発展に
向けた取組みに尽力している。

 商工中金を含む政府系金融機関は、民業補完を旨とし、地域金融機関と協調・
連携することで、こうした取組みを下支えしてもらいたい。



政府系金融機関の活動実態に関するアンケート 

２ 

東日本大震災の被災地で、政府系金融機関が高格付先に対して低
利攻勢をかけている旨の声等がきっかけ（2012年以降５回実施） 

【直近のアンケートの実施概要】 

対象期間 

実施対象 全国地方銀行協会会員銀行64行

実施内容 
政府系金融機関の活動実態（顧客からの聞き取りによる
問題事例、協調・連携事例）

主な実施項目 

政府系金融機関および自行の提示条件
具体的な内容
対象企業の債務者区分・格付、業種、年商、取引順位、
ライフステージ

 2016年４月～2017年７月（2017年９月締切）

 政府系金融機関が地方銀行の活動領域に過度に介入しているとの会員銀行の
声を受け、2012年７月より活動実態に関するアンケートを実施。 

※アンケートは当局や政府系金融機関との対話のツールとして実施したものであり、これまでは非公表。

 地方銀行が十分対応可能な案件において、地方銀行と商工中金を含む政府系
金融機関の競合事例が数多く存在する。

対象となる政府系金融機関 
商工組合中央金庫、日本政策金融公庫、福祉医療機構
住宅金融支援機構、日本政策投資銀行
沖縄振興開発金融公庫



問題事例と協調・連携事例の推移（政府系金融機関全体） 

３ 

 依然として相当数の問題事例が寄せられている。 

※第１回、第２回アンケートにおいては、協調・連携事例を収集していない。 

政府系金融機関全体 

うち商工中金 

政府系金融機関全体 

うち商工中金 



問題事例の件数と内訳・類型（政府系金融機関全体） 

 日本公庫と商工中金で大宗を占める。

 政府系金融機関の低利融資により、地方銀行が融資機会を奪われる事例が半
数以上。

 政府系金融機関の制度融資の優位性に起因する事例が約７割（制度面の問
題）。政府系金融機関の営業活動に起因する事例が約３割（運用面の問題）。

政府系金融機関別内訳 事例の内訳① 事例の内訳② 

４ 



問題事例の概況（政府系金融機関全体） 

５ 

政府系金融機関全体の平均提示金
利は、地方銀行の概ね半分程度。 

高格付先に対し低利融資を積極的に
実施。 

正常先が、件数で９割以上、金額で
ほぼ全額を占める。 

高格付先に対し積極的に対応。 

年商５億円以上が、件数で約７割、金
額で８割以上。 

地方銀行のメインターゲット先に対し
積極的に対応。 

政府系金融機関の平均提示金利 

債務者年商別の取扱件数・金額 

債務者区分別の取扱件数・金額 

※政府系金融機関の平均提示金利は、利子補給率を含めた実効金利。 

正常先 

年商５億円以上 

地方銀行の提示金利を１とした場合の水準 



正常先にランクアッ
プした途端に肩代わ
りを提案 

問題事例の具体例（政府系金融機関全体） 

６ 

利子補給により実質
ゼロ金利での融資対
応 

借入の大きい先に対
する低利融資により、
毎月の返済負担が
増大 

制度面の問題事例 

低利を強調した特別
金利の提示 

通常融資と劣後ロー
ンの抱き合わせ販売 

運用面の問題事例 

繰上返済を申し出た
先に対し貸増で対応 

ものづくり補助金の
申請承認後に融資
提案 

地方銀行からの資金
調達が具体化した段
階で取引参入 

巨額案件の横取り 
海外における利下げ
案件 

金利入札への参加 
地方銀行からの協調
融資の依頼を拒否し
単独で対応 

予算消化や実績作り
のための借入要請 

危機対応業務の不
正について謝罪しつ
つ低利融資をセール
ス 

地方銀行の抗議に
対し民業圧迫を認め
る 

地方銀行の金利提
示に対し利下げで対
抗 



主な協調・連携事例（商工中金） 

７ 

【事例１】地方銀行との協調による条件緩和先支援 

地方銀行メイン企業の条件変更先（要注意先）に対する支援。 

地方銀行と商工中金が資金繰りの安定に向けて協調（正常運転資金の範囲で短期継続
融資の活用、他行借入金と既存借入金の一本化）。 

結果、当該企業は条件緩和を解消、正常先へランクアップ。 
 
 
 
 
 

【事例２】地方銀行の要請に基づくハンズオン支援先への資金供給 

地方銀行メイン企業の地場中核企業（要注意先）に対する支援。 

当該企業は恒常的な赤字体質で、地方銀行はハンズオン支援として人材派遣。 

資金繰り支援として、商工中金が地方銀行の要請に基づき取引参入し資金提供。 

結果、当該企業は当初計画よりも早く黒字化と実質債務超過解消を達成。 

【事例３】地方創生における地方銀行との協調 

街並みを活かした宿泊施設の新規事業資金として、地方銀行と商工中金が協調融資に
より支援。 

商工中金は、民間金融機関との協調を前提とした融資制度「地域連携支援貸付」を活用。 

 創業期や再生期の企業に対する協調融資等により、取引先支援につながって
いる。 



商工中金を含む政府系金融機関に期待する役割 

 民間で対応可能なものは民間に任せ、民間だけでは困難な案件に限定。

 創業期や再生期等における高リスク案件において、民間金融機関と協調・連携
して対応。

８ 

　企業のライフステージに応じた役割分担（イメージ）

民間金融機関の対応領域

政府系金融機関の対応領域

低迷期・再生期創業期 成長期・安定期

高

リ
ス
ク

低



危機時における資金供給状況 

 地方銀行は、リーマンショックや東日本大震災発生以降も積極的な資金供給を行っ
ている。特に、東北地区の地銀の貸出増加率は、地方銀行全体を上回っている。 

 商工中金の危機対応融資は、リーマンショック時および東日本大震災時に増加した
まま、平時における足元の残高はあまり減少していない。 

 リーマンショック時および東日本大震災時のセーフティネット関連の信用保証残高は、
商工中金の危機対応融資の４倍以上（信用保証が主たる役割を発揮）。 

９ 

地方銀行の貸出金残高の推移 

リーマンショック 

東日本大震災 

リーマンショック 東日本大震災 

信用保証残高と商工中金の危機
対応融資残高の推移 

10年間の増加率30.0％ 

10年間の増加率37.8％ 



危機時における地方銀行の支援事例・商工中金の問題事例 

10 

 当時、地方銀行も震災復興を積極的に支援。 

 東日本大震災時における商工中金の危機対応融資には、地方銀行で対応可能
な案件が多数含まれていた可能性あり。 

震災直後に寄せられた問題事例 地方銀行における支援事例 

【事例１】 
震災等の影響が軽微な地方銀行メイン
の正常先（財務内容優良）に対し、商工
中金が、利子補給メリットを前面に低利
融資をセールス。 
 
 
 【事例２】 
地方銀行メインの正常先（県内大手）に
対し、商工中金が、低利融資（利子補
給あり）を実行。結果、地方銀行の当座
貸越残高が大幅減少。 
 
 
 
 

【事例１】 
復興再生支援チームを設置し、沿岸部
に拠点を有し深刻な被害を受けた取引
先、内陸部で二次被害を受けた取引先
をプロパー融資等で支援。 
 
 

【事例２】 
直接・間接的に震災の影響を受けた法
人・個人事業主に対する事業性プロ
パー融資商品を創設。 
 
 



今後の危機対応業務の在り方 

 これまで危機認定された事象については、信用保証協会の活用のほか、プロ
パー融資でも十分な支援を実施。

 さらに、信用保証協会のセーフティネットも拡充予定（「危機関連保証」の創設）。

⇒危機時においても、政府系金融機関による対応は、民間の取組みを補完するも
のとして、対象、期間、地域を限定して慎重な運用が必要。
 危機の認定においては、客観性・透明性を確保。
 予算消化を目的とした取組みは行わない。

地方銀行の 

プロパー融資 
信用保証協会の 

セーフティネット
対応する融資 

対応可能 大規模な経済危機や災害
等に際して予め適用期限を
区切って迅速に発動できる
「危機関連保証」を創設
（2018年４月） 

①プロパー融資
②保証付融資

③危機対応融資の見直し
（対象､期間、地域限定、

  制度改定等） 

対応可能 

実際、東日本大震災におい
ても、被災地行は十分対応
していた 

対応可能 

そもそも危機とは言えず、
平時と同様の対応 

セーフティネット保証
①プロパー融資
②保証付融資

11 

大規模経済危機 
（リーマンショック）

大規模自然災害 
（東日本大震災） 

デフレ・円高・ 
原材料高等 

局所的自然災害 



まとめ 
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【平時の民業補完の在り方】 
民間で対応可能なものは民間に任せ、創業期や再生期等における高リスク案件
において、民間金融機関と協調・連携して対応していただきたい。 

 
【危機対応業務の在り方】 
真の経済危機や大規模災害を対象とし、期間や地域を限定して慎重に運用して
いただきたい。 
 

【ガバナンスの在り方】 
地域の中小企業者を支えるパートナーとして、民間金融機関の声をガバナンス
に取り入れていただきたい。 

 なお、金融庁の「平成29事務年度 金融行政方針」においては、「公的金融と民
間金融の競合等の実態を調査するとともに、政府系金融機関、民間金融機関、
関係省庁と意見交換を行い、地域金融・中小企業金融の分野における公的金
融と民間金融の連携・協力を含む望ましい関係のあり方について議論を行う」と
されている。 
 

 地域金融機関としては、本検討会や金融庁における公的金融に関する議論に
期待するとともに、積極的に協力していきたい。 

 商工中金の在り方について、以下の３点を要望させていただきたい。 



（参考） 
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政府系金融機関の概要 

名称 設立 主務大臣 主な業務 
資本金 
貸付残高 
（注２） 

従業員数 店舗等数 

株式会社 
商工組合中央金庫 

平成20年 
10月  

財務大臣 
内閣総理大臣 
経済産業大臣 

• 中小企業等協同組合等及びその構成員に対す
る金融の円滑化を図るための出融資 

• 主に中小企業を対象とする危機対応業務 

資本金 
0.2兆円 

 
貸付残高 
9.4兆円 

3,886名   
104 

（うち海外：４） 

株式会社 
日本政策金融公庫 

平成20年 
10月  

財務大臣 
厚生労働大臣 
農林水産大臣 
経済産業大臣 

• 国民一般向け業務 
• 農林水産業者向け業務 
• 中小企業者向け融資・証券化支援保証業務 
• 中小企業者向け証券化支援買取業務 
• 信用保険等業務 
• 危機対応円滑化業務 
• 特定事業等促進円滑化業務 

資本金 
4.1兆円 

 
貸付残高 

18.0兆円（注１） 
（信用保険引受 

  残高：24.1兆円） 

7,364名 
（注３） 

154 
（うち海外：２）  

株式会社 
日本政策投資銀行 

平成20年 
10月 

財務大臣 

• 長期の事業資金を必要とする者に対する資金
供給の円滑化及び金融機能の高度化等に資す
る出融資 

• 主に大企業・中堅企業を対象とする危機対応業
務 

資本金 
1.0兆円 

 
貸付残高 
13.2兆円 

1,187名 
（注４） 

23 
（うち海外：４） 

株式会社 
国際協力銀行 

平成24年 
４月 

財務大臣 
• 海外資源の開発及び取得の促進、我が国産業
の国際競争力の維持及び向上等のために必要
な出融資 

 資本金 
1.7兆円 

 
貸付残高 
14.4兆円 

575名 
（注３） 

18 
（うち海外：16） 

沖縄振興開発金融公庫 
昭和47年 
５月  

財務大臣 
内閣総理大臣 

• 沖縄における地域限定の政策金融機関として日
本公庫等に相当する業務や沖縄の特殊事情に
即した出融資 

資本金 
0.1兆円 

 
貸付残高 
0.8兆円  

212名 
（注３） 

６ 

（注１）日本公庫の事業ごとの内訳：国民生活事業6.9兆円、中小企業事業5.5兆円、農林水産事業2.6兆円、危機対応円滑化業務等2.9兆円 
（注２）資本金は商工組合中央金庫を除き全額政府出資。商工組合中央金庫は資本金2186億円中1016億円が政府出資。 
    日本政策投資銀行と商工組合中央金庫の「資本金」、「貸付残高」は単体決算ベース。沖縄公庫は平成28年３月末時点の実績。 
（注３）平成29年度予算定員 
（注４）平成28年度末実績 

財務省ホームページより作成 

※平成29年３月末時点 



（参考） 
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金融庁「平成28事務年度 金融レポート」（2017年10月公表）より抜粋 



（参考） 
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金融庁「平成28事務年度 金融レポート」（2017年10月公表）より抜粋 




